
国
土
強
靱
化
と
は

　
ど
の
よ
う
な
大
規
模
自
然
災
害
な

ど
が
発
生
し
て
も
、
と
に
か
く
人
命

を
守
り
、
被
害
を
最
小
限
に
抑
え
、

迅
速
な
復
旧
復
興
の
た
め
、
普
段
か

ら
備
え
の
で
き
た
災
害
に
強
い
地
域

社
会
を
構
築
す
る
こ
と
で
す
。

旭
市
国
土
強
靱
化
地
域
計
画
と
は

　
国
土
強
靱
化
の
観
点
か
ら
、
市
に

お
け
る
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
の
計
画
の

指
針
と
な
る
も
の
で
す（
下
図
）。

　
内
閣
官
房
の
地
域
計
画
策
定
モ
デ

ル
調
査
事
業
と
し
て
、
専
門
家
の
助

言
や
必
要
な
情
報
の
整
理
な
ど
の
支

援
を
受
け
、
全
国
の
市
町
村
に
先
駆

け
て
策
定
し
ま
し
た
。

旭
市
が
担
う
国
土
強
靱
化
の
役
割

　
国
土
強
靭
化
を
推
進
す
る
た
め
、

次
の
３
点
を
特
に
重
要
視
し
て
計
画

を
策
定
し
て
い
ま
す
。

●
東
日
本
大
震
災
の
被
災
経
験
に
よ

る
さ
ま
ざ
ま
な
教
訓
を
生
か
し
た

地
域
の
強
靱
性
の
発
揮

　
震
災
後
、
災
害
に
強
い
地
域
づ
く

り
を
推
進
し
て
き
た
本
市
は
、
今
後

も
事
前
防
災
の
徹
底
と
行
政
・
民
間

の
連
携
に
よ
る
強
靱
な
地
域
づ
く
り

を
続
け
ま
す
。

●
旭
中
央
病
院
が
担
う
、
千
葉
県
北

東
部
の
災
害
拠
点
病
院
と
し
て
の

機
能

　
災
害
拠
点
病
院
と
し
て
、
広
域
災

害
時
の
重
症
患
者
に
対
し
高
度
医
療

を
提
供
し
て
い
き
ま
す
。
ま
た
普
段

か
ら
地
域
医
療
の
中
核
を
担
い
続
け

る
体
制
づ
く
り
を
進
め
ま
す
。

●
首
都
圏
へ
の
食
料
供
給
機
能
の
維

持
　
全
国
有
数
の
農
産
物
の
産
地
で
あ

る
本
市
は
、
強
靱
な
生
産
体
制
の
確

立
と
、
い
か
な
る
災
害
で
も
途
切
れ

る
こ
と
の
な
い
首
都
圏
へ
の
食
料
供

給
体
制
の
強
靱
化
を
進
め
ま
す
。

計
画
の
概
要

●
想
定
す
る
リ
ス
ク

　
大
規
模
自
然
災
害
全
般

●
目
標
と
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

　
市
の
強
靱
化
に
向
け
た
目
標
と
さ

ま
ざ
ま
な
施
策（
プ
ロ
グ
ラ
ム
）に
よ

り
、
回
避
す
べ
き
起
き
て
は
な
ら
な

い
最
悪
の
事
態（
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ
）

な
ど
は
別
表
の
と
お
り
で
す
。

　
ま
た
限
ら
れ
た
資
源
の
中
で
、
効

率
的
・
効
果
的
に
進
め
る
た
め
、
10

の
重
点
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
選
定
し
ま
し

た
。

●
強
靱
な
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
た

め
に

　
公
共
事
業
だ
け
で
は
な
く
、
企
業

に
よ
る
民
間
投
資
や
市
民
に
よ
る
強

靱
化
へ
の
取
り
組
み
な
ど
、
全
て
の

分
野
の
人
々
が
さ
ま
ざ
ま
な
形
で
相

互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
旭
市
の

総
力
を
挙
げ
て
取
り
組
む
こ
と
が
不

可
欠
で
す
。

今
後
は

　
施
策
を
計
画
的
に
実
施
す
る
と
と

も
に
、
毎
年
度
施
策
の
進し

ん
ち
ょ
く捗
管
理
を

行
い
ま
す
。
そ
の
結
果
を
評
価
し
、

全
体
の
取
り
組
み
を
見
直
し
、
改
善

す
る
こ
と
で
、
よ
り
災
害
に
強
い
地

域
づ
く
り
を
目
指
し
ま
す
。

〜
自
然
災
害
な
ど
か
ら
命
を
守
り
　
被
害
を
最
小
化
す
る
地
域
づ
く
り
〜

「
旭
市
国
土
強

き

ょ

う

靱じ

ん

化
地
域
計
画
」
を
策
定※�（

　
）内
の
記
載
は
、
旭
市
総
合
計

画
に
掲
げ
る
6
つ
の
施
策
分
野
。

※
こ
の
計
画
の
全
文
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
、
市
役
所
本
庁
、
各

支
所
、
公
民
館
な
ど
の
市
の
施
設
で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
市
で
は
、
あ
ら
ゆ
る
自
然
災
害
に
対
し
て
「
強
さ
」
と
「
し
な
や
か

さ
」
を
備
え
た
地
域
を
構
築
す
る
た
め
「
旭
市
国
土
強
靱
化
地
域
計
画
」

を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
の
計
画
に
よ
り
、
過
去
の
災
害
か
ら
得
ら
れ
た
教

訓
や
地
域
の
強
み
を
最
大
限
発
揮
し
、
普
段
か
ら
備
え
の
で
き
た
地
域
づ

く
り
を
推
進
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

企
画
政
策
課
企
画
調
整
班

☎
62
‐
５
３
０
７

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
・
行

政
改
革
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
な
ど

（
協
働
・
交
流
・
行
政
機
能
）

農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
な
ど

（
産
業
・
雇
用
）

社
会
教
育
基
本
計
画
な
ど

（
教
育
・
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
）

健
康
増
進
計
画
・
地
域
福
祉
計
画

な
ど

（
健
康
・
医
療
・
福
祉
）

環
境
基
本
計
画
・
水
道
事
業
基
本
計

画
・
汚
水
処
理
適
正
化
構
想
な
ど

（
環
境
・
上
下
水
道
・
公
園
・
住

宅
）

都
市
計
画
・
地
域
防
災
計
画
・
避

難
計
画
な
ど

（
道
路
・
交
通
・
防
災
・
消
防
）

旭市総合計画 旭市復興計画

旭市国土強靱化地域計画

旭市の計画体系

指針 補完・連携
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【別表】目標・起きてはならない最悪の事態と回避策
※網掛けは、10の重点プログラム

基本目標 事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態と回避策

1
大規模自然災害が発生したとき
でも人命の保護が最大限図られ
る

1-1 地震による建物倒壊や火災発生による多数の死傷者の発生→住宅や施設の耐震化、常備消防の強化と広域的な連携など

1-2
広域にわたる大規模津波の発生および河川など開口部からの津波流入による
多数の死者の発生
→海岸減災林の整備や河川開口部の防護対策など

1-3 異常気象などによる広域かつ長期的な市街地などの浸水→総合的な排水整備計画の策定など

1-4 大規模な土砂災害などによる多数の死傷者の発生→危険箇所の点検と急傾斜地崩落防止施設の整備など

1-5 情報伝達の不備などによる避難行動の遅れなどで多数の死傷者の発生→情報伝達体制の着実な運用など

1-6 避難路における通行不能→津波避難道路の整備、道路復旧体制の確立など

2
大規模自然災害発生直後から救
助・救急、医療活動などが迅速
に行われる（それがなされない
場合の必要な対応を含む）

2-1 被災地域での食料・飲料水など、生命に関わる物資供給の長期停止→備蓄管理体制の維持など

2-2 想定を超える大量かつ長期の避難者への食料・飲料水などの供給不足→企業などへの備蓄の要請など

2-3 旭中央病院の医療機能のまひ→基幹災害拠点病院としての高度医療の提供など

2-4 被災地域における疫病・感染症などの大規模発生→感染防止処理体制の構築など

3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

3-1 信号機の全面停止などによる重大交通事故の多発→可搬型発動発電機の整備など

3-2 市役所本庁舎の倒壊などによる災害対策機能の停止、行政機能の大幅な低下→情報システムの機能維持など

4
大規模自然災害発生直後から必
要不可欠な情報通信機能は確保
する

4-1 電力供給停止などによる情報通信のまひ・長期停止→代替電力の普及促進など

4-2 防災行政無線など情報伝達の中断などにより災害情報が伝達できない事態→多様な情報伝達手段の構築など

5
大規模自然災害発生後であって
も、経済活動（サプライチェー
ンを含む）を機能不全に陥らせ
ない

5-1
サプライチェーンの寸断などによる企業などの生産力低下による地域間競争
力の低下
→市と首都圏を結ぶ交通インフラの強化など

5-2 主要幹線道路や鉄道が分断するなど、基幹的交通ネットワークの機能停止→緊急輸送ネットワークの整備など

5-3 食料などの安定供給の停滞→首都圏への食料供給体制の整備など

6

大規模自然災害発生後であって
も、生活・経済活動に必要最低
限の電気、ガス、上下水道、燃
料、交通ネットワークなどを確
保するとともに、これらの早期
復旧を図る

6-1 上水道などの長期間にわたる供給停止→上水道の耐震化と適切な維持管理など

6-2 汚水処理施設などの長期間にわたる機能停止→下水道施設の管理体制の強化など

6-3 地域交通ネットワークが分断する事態→国県市の関係部署の連携など

7 制御不能な二次災害を発生させない

7-1 市街地での大規模火災の発生→消防団や自主防災組織の充実強化など

7-2 沿線･沿道の建物倒壊による直接的な被害および交通まひ→住宅の耐震化、避難体制の確立と周知など

7-3 防災施設などの損壊・機能不全による二次災害の発生→防災施設などの適切な維持管理など

7-4 風評被害などによる市内経済などへの甚大な影響→消費者への情報提供と対話など

8
大規模自然災害発生後であって
も、地域社会・経済が迅速に再
建・回復できる条件を整備する

8-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事
態
→災害廃棄物ストックヤードの確保など

8-2
道路啓開などの復旧・復興を担う人材など（専門家、コーディネーター、労働
者、地域に精通した技術者など）の不足により復旧･復興が大幅に遅れる事態
→行政と建設業災害対策協力会との横断的取り組みなど

8-3
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化などにより復旧・復興が大幅に遅れる
事態
→防災訓練の実施、防災教育の充実など

8-4
広域地盤沈下、液状化などによる広域･長期にわたる浸水被害の発生により復
旧･復興が大幅に遅れる事態
→地理空間情報システムの構築と液状化の周知など

Ⅰ
．
人
命
の
保
護
が
最
大
限
図
ら
れ
る

Ⅱ
．
市
お
よ
び
地
域
の
重
要
な
機
能
が
致
命
的
な
障
害
を
受
け
ず
維
持
さ
れ
る

Ⅲ
．
市
民
の
財
産
お
よ
び
公
共
施
設
に
係
る
被
害
の
最
小
化

Ⅳ
．
迅
速
な
復
旧
復
興
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